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1. 序論 

 近年、漂流プラスチックやマイクロプラスチック

などの海洋プラスチックごみ問題、プラスチックご

み輸出の規制に代表されるように、廃プラスチック

を取り巻く問題は年々深刻になりつつある。 

 我が国では、2019 年 5 月に 3R+Renewable を基

本原則とした「プラスチック資源循環戦略」が策定さ

れ、2021 年 1 月には「今後のプラスチック資源循環

施策のあり方について」がとりまとめられ、2021年

6 月には「プラスチック資源循環促進法」が成立する

など、製品の設計から廃プラスチックの回収・処理ま

でに関わるあらゆる主体におけるプラスチック資源

循環等の取組（3R+Renewable）を促進するための動

きが加速している。そのような中、廃プラスチックを

そのまま原料とするマテリアルリサイクルの新技術

の開発がすすめられている。新技術においては、リサ

イクル工程でのエネルギー消費量が増加する一方で、

再生材の高品質化に伴う機能向上などトレードオフ

の関係があり、環境影響についても精緻に検証する

ことが必要となっている。 

 現在、廃プラスチックを対象としたライフサイク

ルアセスメント（LCA）はいくつかの評価事例 1), 2), 

3), 4), 5)が報告されている。本研究では、その中でも代

表的な海洋プラスチック問題対応協議会が2019年3

月に報告している「プラスチック製容器包装再商品

化手法およびエネルギーリカバリーの環境負荷評価

（LCA）の報告書（以下、海洋プラ報告書）」4）を参

考に、廃プラスチックのマテリアルリサイクルを対

象とした環境負荷を算出できるモデルを構築し、環

境負荷を定量的に評価することを目的とする。 

 なお、海洋プラ報告書では、廃プラスチックの有効

利用手法として、マテリアルリサイクル（MR）に加

え、ケミカルリサイクル（CR）、エネルギーリカバリ

ー（ER）を取り上げているが、本研究では、新たに

開発されつつあるマテリアルリサイクル技術の評価

での活用を見据えていることから、本報告でもマテ

リアルリサイクルのみを対象とする。 

 

2. 評価手法とシステム境界 

 比較手法については、製品バスケット法を採用し、

比較対象のシステムが同等（同一の機能単位）となる

よう設定した。 

 本研究で対象とした評価対象システムである「リ

サイクルシステム」を図 1 に、比較対照の従来シス

テムである「オリジナルシステム（有効利用なし）」

を図 2 に示す。リサイクルシステムは、廃プラスチ

ックの投入をシステム境界の始点とし、ベール化、選

別、再生原料製造、成型・加工、製品化、焼却埋立ま

でをシステム境界とした。なお、再製品化されたもの

を「再生製品」、加工・成形される製品を「廃プラ利

用製品」とした。オリジナルシステムについても、海

洋プラ報告書 1）と同様に、プラスチック利用製品が

代替していると考えられる既製品をオリジナル製品

（代替物）とし、これを製造する一連の流れとした。 

 機能単位は、廃プラスチック 1㎏とした。 

 

3. 感度分析 

 これまでの著者グループの解析において重視する

べき変数として「残渣率」「機能代替率」「電力増加消

費率」を特定している。構築したモデルを用いて、こ

れらのパラメータを対象に、システム全体の CO2排

出量への寄与度について、それぞれのパラメータを

一定の幅で変動させることで、CO2 削減量への感度

を把握した。 
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4. まとめ今後の課題 

 本研究では、廃プラスチックのマテリアルリサイ

クルを対象とした環境負荷を算出できるモデルを構

築し、環境負荷の定量的な把握を試みた。さらに、残

渣率と機能代替率、電力増加消費率のパラメータに

対し、感度分析を実施することで、それぞれのパラメ

ータがシステム全体の CO2排出量に与える影響を把

握した。 

 海洋プラ報告書の評価対象は「プラスチック製容

器包装（その他）」であり、このように容器包装プラ

スチックを対象とした横断的な LCA 評価事例はあ

るものの、産業廃棄物のプラスチックリサイクルを

対象とした評価事例はほとんど存在しないため、今

後は産業廃棄物のプラスチックリサイクルの評価へ

展開していくことを予定している。 
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図 1 システム境界：リサイクルシステム 

 

図 2 システム境界：オリジナルシステム（有効利用なし） 
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